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I　問題の所在

イギリスで労働党が政権を奪取してから10年以

上になる。1997年5月にトニー・ブレア政権が誕

生し、「第三の道」や「社会的排除の解消」などを

うたった改革は、低所得者対策のあり方をも大き

く変えることになった。その後2007年6月に、財

務大臣としてブレアを支えるとともに、子どもの

貧困対策を強調してきたゴードン・ブラウンへの

禅譲が行われた（それはブレア首相の退場である

とともに、社会的排除対策に尽力したプレスコッ

ト副首相の退場でもある）。しかし、イラク戦争へ

の対応や最近の政治的スキャンダル、リーマン

ショック後の経済不況に加えて、労働党の長期政

権に対する倦怠感の高まり、などを背景に、2010

年の総選挙での政権交代の可能性が指摘される状

況である。本稿では、労働党政権期の社会政策の

うち、主に稼働年齢層にある低所得者への対策に

絞って取り上げ、暫定的な評価と検証を行いたい。

II　政治イデオロギーとしての就労
＝社会的包摂

1990年代以降、今日に至るまで、各国では、就

労の促進を目的とする制度改革が行われてきた。

第一に、アメリカ、特にクリントン政権における

TANFの導入に代表されるワークフェア改革があ

げられる。第二に、EUにおいても各国に就業率を

引き上げることを求めた雇用戦略が相次いで打ち

出されている（労働政策研究・研修機構編 

2004）。イギリスにおいても、世界的な潮流の影

響を受ける形で、保守党政権期以降、就労を重ん

じる改革が相次いで実施されてきた。

もっとも、「第三の道」や「社会的排除の克服／

社会的包摂の推進」を掲げるブレア以降の労働党

政権の改革は、さまざまな要素が入りこんでい
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て、評価が難しい。日本との社会情勢の違いや、

これらの政策理念が労働党内の多様な立場の葛藤

を経て構築されたものであるため、視点や力点の

置きようによって、評価が正反対になる可能性が

ある。レヴィタスは、ニュー・レイバーの社会的

排除－ここでは失業者やエスニック・マイノリ

ティなどの特定の人びとが、社会の中心・主流か

ら切り離されること＝分断に関する概念である、

と理解しておこう－言説が、党内政治の影響で、

RED（再分配言説）・MUD（道徳・アンダークラ

ス言説）・SID（社会統合言説）の三つが混ざり合っ

た多様なものである、とする（Levitas 2005）。すな

わち、順に、「貧困が排除の原因である」（＝所得

再分配が処方箋）、「福祉に依存するアンダークラ

スが排除の典型である」（＝福祉打ち切りや治安対

策が処方箋）、「賃労働に従事していないことが排

除である」（＝就労支援が処方箋）と理解する。

周知のとおり、労働党内においてニュー・レイ

バーが主流になる過程では、党綱領中の国有化条

項（第4条）を放棄するなどして現実路線への転

化が見られたわけだが、レヴィタスによれば、こ

れは社会政策においては、貧困を問題視して再分

配を重視するREDのアプローチから、賃労働の就

労を重視するSID（と福祉依存を問題視する

MUD）のアプローチへの転換であった（Levitas 

2005: 28）。しかしREDのアプローチが消滅したわ

けではなく、子どもなどの貧困の解消のための再

分配政策への目配りもなされていた（Levitas 2005: 

206）。すなわち、労働党の社会政策（特に低所得

者向けのもの）は、賃労働への就労支援を核とし

つつも、所得再分配や福祉依存対策をも含む多様

なものであった。

本稿の終わりで改めて指摘することになるが、

就労という方向での改革は、現在の各国の社会経

済情勢では不可避のものであり、イギリスにおい

ても方法は違うものの、保守党と労働党ともに、

従来の福祉国家や給付を批判し、就労させるとい

う方向性は共通であった。その路線の上で、労働

党は独自の味付け（最低賃金や子どもの貧困対策

の充実などの低所得者対策）を行っている、と理

解する方がいいように思われる。そこで、以下で

は、近年行われた改革について具体的に見ていく

ことにしたい。

III　低所得者向けの所得保障における改革

1. 改革の方向性

従来の稼働年齢にある低所得者向け給付は、社

会保険（国民保険）を原則とし、その受給権を有

さない／喪失した者に限って公的扶助（所得補助）

を受給する、という仕組みを取っていた。すなわ

ち、財源（保険料（拠出）－税（所得関連））、あ

るいは社会政策の基本原理（貢献－必要）によっ

て制度が構築されてきたことになる。しかし、さ

まざまな給付がつぎはぎに創設されるなどして制

度が複雑となったこと、長期にわたる受給者（若

年者を含む）が増加したこと、特に子育て中の世

帯の貧困が問題となったことから、

① 給付制度を就労能力・時間に基づくシンプ

ルなものへに再編する

② 就労していない人への給付に、就労を促す

仕組みを導入する（求職者手当・雇用及び

生活補助手当、ニューディール政策）

③ 就労中の人への給付に、所得を底上げする

仕組みを導入する（給付つき税額控除）

の三つの内容を含む改革が行われている 2）。すな

わち、受給者に就労のための活動を課さない従来

の公的扶助などのプログラムは、廃止または縮小

の方向にあり、そのような改革の完了後には、低

所得者は就労能力や時間に応じて「給付つき税額

控除－求職者手当－雇用及び生活補助手当」のい

ずれかから給付を受けることになる（図1を参照）。

現行の公的扶助である所得補助（Income Sup-

port）3）制度の創設（1988年に補足給付にかわって
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創設）以降の歴史を見ると、当初は社会保険の受

給権を有さない／喪失したあらゆる人々を対象に

していたが、失業者（1996年から求職者手当に移

行）、高齢者（1999年から最低所得保証に移行。

2003年からは年金クレジット）、障害者（2008年か

ら雇用及び生活補助手当に移行中）の各カテゴ

リーを別制度に切り離しており、今後、既存の受

給者を求職者手当と雇用及び生活補助手当のいず

れかに移行させる形で廃止する予定である

（Department of Work and Pensions 2008b）。現在は

ひとり親世帯について、末子の最大年齢を段階的

に引き下げる等の形で受給制限を始めている 4）。

2. 就労していない者への給付の改革

（1）「求職者手当」の導入

ここでは、長期間の受給者や若年者などの就労

の促進策について論じる。

保守党政権は、充実した福祉給付や各種の規制

が就労阻害要因である、という認識のもと、特に

長期受給者に向けた各種の対策を講じてきた 5）。

求職者手当もそのひとつであり、1996年10月に、

国民保険の失業給付にかわって導入され、同月以

降、働ける者は所得補助（公的扶助）の対象から

外されることになった。

求職者手当の対象は、求職可能で求職活動をし

ており、18歳以上（＝原則として16、17歳は対象

外）年金受給年齢までの間にあり、週平均労働時

間が16時間未満の者である。制度は「拠出制」（国

民保険の拠出者に対し、最大182日≒26週≒6カ

月給付される）と「所得関連制」（182日経過後の

者、または保険料拠出要件を満たさない者等）と

に分けられる 6）。

求職者手当の受給申請に当たっては、ジョブ

センター・プラスで面接を行い、パーソナル・ア

ドバイザーとの間で誠実に求職活動をすることや

そのために取り組むべきことなどを含んだ「求職

者協定」（Jobseeker’s Agreement）を締結することが

求められる。受給者はその後も2週間に1回以上の

頻度で、パーソナル・アドバイザーとの面接を受

けなければならない。
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出所：筆者作成

図1　稼働年齢にある低所得者向け給付の改革完了後の姿
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（2） 「若年者向けニューディール」 

－求職者手当の長期受給者対策

イギリスでは、労働党政権のもとで大学進学率

が60％台にまで上昇し、知識社会の中で生き抜い

ていけるような、高度な職業人の育成が図られて

いる一方で、スキルの低い労働者の失業や、それ

による長期受給が社会的排除論の文脈から問題視

されてきた。前項で見た通り、求職者手当の受給

直後から、受給者には就職に向けた各種の働きか

けがなされるが、受給開始から6カ月経過しても

就職していない場合、ニューディール・プログラ

ムやその他の施策の対象となる。

特に18～ 24歳の若年受給者（6カ月以上）や25

歳以上の長期受給者（原則として18カ月以上）

は、就労支援プログラムの対象となり、参加を拒

否した者は求職者給付の受給資格が剥奪されるこ

とになる。このプログラムについては、最近大き

な制度変更が行われつつあるが、説明の便宜上こ

こではまず、従来の「若者者向けニューディール」

（New Deal for Young People）と「25歳以上向け

ニューディール」（New Deal for 25+）の流れにつ

いて見ていくことにする 7）。

これらのニューディールは三段階からなり、第

一段階（最大16週）では、パーソナル・アドバイ

ザーとの面接が継続的に行われ、本人の希望を明

確にするとともに、適職診断や就労計画の明確化

などの作業が行われる。この期間に就職していな

い場合に進む第二段階（13週以上。60歳以上の者

にはこの段階に進むことは義務づけられない）で

は、補助金つき雇用への従事、または教育・訓練

の受講などが行われる。第三段階では、18～ 24歳

の場合、最大26週の間、アドバイザーとの面接な

どの形で、就労支援が継続的に実施される。25歳

以上の場合、求職者手当の新規申請を行った上

で、6～ 13週の間、ジョブセンター・プラスによ

る就労支援が継続的に実施される。

（3） 「フレキシブル・ニューディール」と「自

分の給付のための就労」プログラムの創設

2009年10月から、これら二つのニューディー

ル・プログラムとエンプロイメント・ゾーン（長

期失業の多いいくつかの地域において、2000年か

ら実施されている就労支援プログラム）から、「フ

レキシブル・ニューディール」（Flexible New Deal; 

fND）と呼ばれる新プログラムへの移行が、国内

の多くの地域で進められている。開始直後の本プ

ログラムについて、実施状況や効果についての評

価を行うことは不可能であるので、以下、雇用年

金省の公式見解（Department for Work and Pensions 

2008a; 2008b）に依拠して、プログラムの概略につ

いてのみ説明する（図2を参照）。

「フレキシブル・ニューディール」は求職者手当

を12カ月以上受給している者を対象とする、強制

的なプログラムである。求職者手当の新規受給者

に対して、最初の12カ月間は従来どおりジョブ

センター・プラスが就労支援を行う。しかし、12

カ月経過後の「フレキシブル・ニューディール」

の段階に入ると、民間の「プロバイダー」による、

個別のニーズに即したより専門的な就労支援を行

う、というものである。この制度変更の背景とし

て、10年間の若年者向けニューディールによっ

て、25万人（全ニューディール・プログラムでは

180万人）もの失業者が就労したが、労働市場の変

化によって、就労への困難を抱える者が増えてい

ること、エスニック・マイノリティ、女性、技能

を身につけていない者に対する効果が限定的であ

ること、一時的な就労ではなく持続的な就労に結

びつける必要があること、などがある。

さらに、「自分の給付のための就労」（Work for 

Your Benefit; WfYB）プログラムは、2010年10月か

ら2年間の予定で、国内2地域（グレーター・マン

チェスターとノーフォーク、ケンブリッジ

シャー、サフォーク）で試行されることになって

いる。求職者手当受給開始後2年間で就職に至ら
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なかった者を対象に、フルタイム（週30時間）の

職業経験を積ませるための6カ月間のプログラム

であり、参加を拒否した者には給付の上でペナル

ティを受けることになる。

（4） 「雇用及び生活支援手当」の創設－疾病・

障害のある受給者の就労促進

疾病や障害によって就労できない者は、2008年

10月以降、従来の国民保険の就労不能給付 8）にか

わって、「雇用及び生活支援手当」（Employment and 

Support Allowance; ESA）の対象となる。その給付

額は求職者手当の水準をもととするが、各種の加

算を受給するためには、就労や自立と関連した活

動に従事しなければならないこととされている。

雇用及び生活補助手当は、当面、2008年10月27

日以降の新規申請を対象とする。その受給要件

は、疾病または障害がある16歳以上年金支給開始

年齢未満の者で、失業中、自営、就労中だが法定

疾病給与（Statutory Sick Pay）の支給を受けられな

い、法定疾病給与の支給が止まった、のいずれか

に該当する場合である。支給開始から13週間は、

受給者の就労能力が評価される「評価フェーズ」

（Assessment Phase）とされる。14週間以降の「メ

イン・フェーズ」（Main Phase）においては、就労

可能性が比較的高いと判断された「就労関連活動

グループ」と、就労により困難を抱えた「支援グ

ループ」とに分けて処遇が行われる。週当たり給

付額は、単身者は£50.95（評価フェーズの25歳未

満）または£64.30（評価フェーズの25歳以上とメ

イン・フェーズの全員）、ひとり親は£50.95（評価

フェーズの18歳未満）または£64.30（評価フェー

ズの18歳以上とメイン・フェーズの全員）、カップ

ル（所得関連ESAのみ）は二人や子どもの年齢に

応じて£50.95～£100.95となっている。これに加

えて、メイン・フェーズにおける就労関連活動要

素（£25.50）または支援要素（£30.85）や、年金

受給者加算・重度障害者加算などが支給される

（Department for Work and Pensions 2009a）。

第1～3 段階の支援は，ジョブセンター・
プラスが中心となって実施

フレキシブル・ニュー
ディール（より専門的
な支援）

自分のため
の給付
（試行）

Self-managed 
job Search

第 1～ 3 段階は，各 3 カ月

Stage 1
Directed

job Search

Stage 2

Number of seekers over length of
claim (estimated from historic data)

Increasing
conditionality

12 months

Supported
job Search
Fast-tracked 

customers start at 
this stage

• adviser-led support
• skills health-check
• Eight-week courses
• weekly signing

• adviser-led support
• skills health-check
• Eight-week courses
• weekly signing

Stage 3

Stage 4

出所：Department for Work and Pensions (2008b)に筆者が加筆

図2　フレキシブル・ニューディールと「自分の給付のための就労」の概念図
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3. ワーキング・プアへの支援－給付つき 

税額控除

（1） 就労税額控除

イギリスでは前述したとおり、給付つき税額控

除（Refundable Tax Credit）が導入されており、収

入が課税最低限に満たないワーキング・プアの所

得の底上げが図られている。2003年4月に導入され

た就労税額控除（Working Tax Credit; WTC）と児童

税額控除（Child Tax Credit; CTC）がそれである9）。

就労税額控除は、週平均16時間以上就労してお

り、子育て中の16歳以上の者、障害のある16歳以

上の者、または週平均30時間以上就労している25

歳以上の者（単身者も可）に給付される。2009年

現在の年間控除（＝給付）額は、一世帯当たり£

1,890であり、これに夫婦やひとり親（各£1,860）、

30時間以上の就労（£775）、障害者（£2530）等

の要素に対して加算が行われる。また、最大で保

育料の80％が税額控除される。ただし、所得が一

定額を超えると給付が徐々に減額され、£16,040

を超えると支給額がゼロになる。

（2） 児童税額控除

児童税額控除は、16歳未満の子ども（または19

歳未満の全日制の学生）を育てている者に、就労

の有無を問わず給付される。2009年現在の年間控

除（＝給付）額は、一世帯当たり£545（ただし1

歳未満の乳児についてはさらに£545が加算され

る）であり、これに子ども一人当たり£2,235、障

害児一人当たり£2,670等の加算が行われる。

ただし、これらの給付は、収入が年£6,420を超

えると、超過分のうち39％が減額される。さらに

収入が年£50,000を超えると、超過分のうち

6.67％が減額される。

（3） 児童給付と全国一律最低賃金

これらの税額控除とは別に、児童給付（Child 

Benefit）が16歳未満の子（ただし法定の教育・訓

練を受けている場合、20歳未満の子）を養育して

いる者に、所得制限なしで支給されている。週当

たりの支給額は第1子£20、第2子以降£13.20で

ある。

これに加えて、1999年に全国一律最低賃金が導

入されるとともに、その引き上げによって労働者

の所得の底上げが図られてきたといえる。2009年

10月以降の一時間当たり最低賃金は、22歳以上が

£5.80、18～ 21歳が£4.83、16～ 17歳以下が

£3.57となっている 10）。

IV　まとめと考察

1. イギリスにおける改革の暫定的評価

（1） 社会経済変動に応じた給付原理の変更

従来の社会保障制度は、長期雇用の職に比較的

容易につけ、男性片稼ぎが一般的であった工業化

時代の労働市場や家族を前提としてきた。すなわ

ち、過去に長期間働いてきたこと＝貢献・拠出に

基づく社会保険を主たる制度とし、公的扶助に

は、そこからの脱落者としてスティグマをかけて

きたのである。

近年、先進諸国では脱工業化・グローバル化の

進行によって、生活を営む上で十分な賃金が安定

して得られる雇用に就くことが自明のものではな

くなっている。そのことによって、家族の変化

（離婚率の上昇、単身者の増加）や、従来の社会保

障制度の機能不全（社会保険の未納、公的扶助へ

の負荷）といった影響が生じることになるが、イ

ギリスもこの例外ではない。

本稿で見てきたとおり、イギリスの改革は、弥

縫策に終わるものではなく、給付原理を社会保険

主義から、就労能力・就労時間を軸にしたものへ

と大幅に切り替えたものと解釈できる（ただし財

源・原理の区分は、就労を軸とした制度の内部に

おいて残存している）。

ここで注目すべきは、前提とする家族像の変化
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である。就労する限りにおいて、従来の男性片稼

ぎ世帯から外れる、単身者（就労税額控除は、30

時間以上就労している単身者も対象となる）や共

稼ぎ世帯（保育サービスの拡充、保育料の控除）

も政策的支援、特に所得保障の対象となることで

ある。片稼ぎ型家族の揺らぎと雇用の不安定化と

いう状況に、旧来からの労働党の再分配を重んじ

るイデオロギーをうまくマッチさせたものとして

解釈できる。このような就労を重視する方向性が

社会経済変動への適応であるとすれば、仮に次期

総選挙で政権が交替しても、政策が極端に変わる

ことは考えづらい状況である。

以上をまとめると、図3になる。

（2） 問題点

以上で述べたことを踏まえて、ここでは問題点

を二つ指摘したい。第一に、就労＝社会への包摂

という、ニュー・レイバーの主流を占める認識は、

デュルケムの社会的連帯論－そのことによって、

各人はアノミー状態を回避し、アイデンティティ

を確立する－にまで遡ることができるが（Silver 

1994, Levitas 2005）、このような認識がこんにちに

おいて強まっているのは、良質な雇用が減少して

いるからこそである。たしかに賃労働によってし

か得られない経験やスキルはあるだろう。しか

し、このような状況下では、就労支援を行っても

安定的な就労に至らない者が出るのは必然であ

る。本稿で見たとおり、2009年現在の政策の焦点

は、ブレア政権期の景気拡大や既存のニュー

ディール・プログラムによっても就労に至らな

かった人々に対する二の矢・三の矢や、これまで

それほど就労が期待されていなかった人々（障害

者など）への対応となっている。就労＝社会への

包摂ととらえる見方を徹底することに無理がある

ならば、賃労働を超えた社会参加を容認し、それ

に伴う形での所得保障－事実上の参加所得（Par-

ticipation Income）－を行う方向に行き着かざるを

えないのではないか。

第二に、就労促進という方向性はかなりの国で

共通するものの、就労を阻害する社会・構造的な

要因を除去する方向ばかりではなく、個人や特定

集団の道徳性の欠如を攻撃する方向（Levitasのい

うところの「MUD言説」）に向かうケースがしば

しば見られた。それは「誰に」就労を強いるかと

いうことと関連するものであり、アメリカではひ

とり親が就労の主たる対象であったのに対し、イ

ギリスでは若者に関心が払われていた（新井 

2005）。もっとも、それは「若者」（その多くは貧

困地域のエスニック・マイノリティである）に問

題があるというよりも、「社会的包摂＝就労」の名

のもとに、彼らをスケープゴート化して安心を得

ようとするマジョリティの自分勝手な論理として

かつて（再編前）

→

再編後
経済 工業中心 脱工業化・グローバル化の進展
労働市場 男性正規・長期雇用 非正規化の進展・女性の進出
家族 男性片稼ぎ・安定的 共稼ぎ／単身・不安定
所得保障の理念 社会保険主義

（過去の長期就労への報酬）
就労中心主義
（所得再分配は就労に付随する）

具体例 社会保険（＋公的扶助） 求職者手当，給付つき税額控除
サンクション 公的扶助に付随するスティグマ 就労意欲が低いと判断された者への給付

打ち切り・減額

出所：筆者作成

図3　イギリスの低所得者対策からみる福祉国家の再編
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見たほうがよい、とする指摘もある（Young 

2007=2008）。ひとり親の就労にしても、イギリス

では従来、小さな子どもを親が育てるべきという

規範が強かったこと、公的な保育サービスの供給

が貧弱で、かつ保育料が非常に高かったこと、と

いった互いに依存し合う阻害要因があり（伊藤 

2006）、単なる福祉依存として片付けられない状

況にあったことを見落としてはならない。

2. わが国への示唆

次に、わが国への示唆を三点ほど記すことにす

る。第一に、就労促進的な政策は、批判の対象と

なることも多いが、少なくとも稼働年齢層への所

得保障が十分とは言い難いわが国に限っては、本

稿で見たようなワークフェア的な制度の導入す

ら、「改善」でありうる（菊地 2008）。生活保護の

受給率は1％台であり（イギリスの所得補助は約

7％である）、その中に占める稼働層の割合は10％

強に過ぎない。現在の受給者は就労可能性の乏し

い高齢者が主体であり、「福祉依存」の余地はもと

もと低い。母子世帯の母の就業率の高さや、相対

的貧困率の高さは、このような状況の反映と考え

ることができる 11）。最低賃金の引き上げや給付つ

き税額控除の導入など、ワーキング・プアの所得

引き上げ策を真剣に議論しなければならない。

第二に、社会経済変動の影響は、わが国の場

合、家族への負担や、未婚・少子化問題の形で現

れていると考えることができる。それは雇用や家

族が安定的だった時代の、男性片稼ぎモデルに依

拠した社会制度（社会保障制度を含む）が残存し

ているためである。しかしながら、若者にまつわ

る言説－フリーター、ニート、パラサイト・シン

グル等－を見る限り、社会制度や社会構造の問題

というよりは、彼らの社会性のなさや道徳性の欠

如（これもLevitasのいうMUD言説に相当する）

に片付けられがちである（本田他 2006）。ワー

キング・プアの問題への対処に当たっては、片稼

ぎ家族にかわって、共稼ぎ家族・単身者を前提に

した制度再編が行われなければならない。

第三に、行政の機構や運営において、改善可能

な事項がいくつも存在する。本稿で掲げた給付や

支援の多くはジョブセンター・プラスを通じてな

されるが、これはわが国で言えば職業安定所と福

祉事務所の機能を統合したものであり、受給者の

負担軽減や就労支援の効果を高めることを図った

ものである。労働党政権での社会的排除対策は、

省庁間の横断的な取り組みによって実施されてい

る 12）。給付の実施に当たっても、捕捉率を高める

目的から、所得関連制給付の捕捉率の推計が毎年

行われ、かつ広く公開されている 13）。

ここで指摘した、所得保障のあり方、家族像の

あり方、行政のあり方は、イギリス的な文脈でし

か成り立ち得ない、特殊な事例ではない。イギリ

スの経験を直視し、わが国におけるよりよい政策

的実践のあり方について、検討するべき時期に来

ていると言える。

注
1） 本稿において「イギリス」とは，連合王国全体を指
す．連邦国家であるが，社会保障制度については全
国共通である．なお，紙幅の関係で，本稿では，稼
働年齢層の所得保障と就労支援にかかわる記述に絞
らざるを得ない．住宅保障，高齢者の所得保障（年
金クレジット），子どもの貧困の解消策（Sure Startや
チャイルド・トラスト・ファンド）等は，本誌既刊
号において特集されているので，そちらを参照され
たい．

2） 以下の説明の便宜のため，ここで掲げた分類は，
DSS（1998）および樫原（2009）で掲げられた三つ
の改革の方向性（求職者給付の強化，ニューディー
ル政策の導入，就労することが見合うようにする
（make work pay））と微妙にずれていることをお断り
しておきたい．

3） 所得補助の詳細については山田（1999）もあわせて
参照のこと．2009年11月現在の所得補助の受給要件
は，疾病または障害，10歳未満の子どもを養育する
ひとり親，介護者，視覚障害者のうち，16～ 59歳
で，基準以下の所得，週の就労時間が16時間未満，
フルタイムの教育を受けていない，求職者手当を受
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けていない，資産が£16,000以下，英国内に居住の
すべてを満たすこととされている．所得補助は個人
手当・加算・住宅費の三つの部分からなり，このう
ち個人手当の2009年8月現在の週当たり給付額は以
下の通りである．単身者は£50.95（16～ 24歳）ま
たは£64.30（25歳以上），カップルは£50.95（少な
くとも片方が18歳未満）または£100.95（両方が18

歳以上），ひとり親は£50.95（16～ 17歳）または£
64.30（18歳以上），扶養されている子どもは£56.11

（20歳の誕生日の前日まで），となっている
（Department for Work and Pensions 2009a）． な お，

2009年2月現在において，受給者は205万人であり，
内訳は，就労不能給付受給者114万人（56％），ひと
り親74万人（36％），介護者9万人（4％）などとなっ
ている．

4） ひとり親世帯は，かつては末子が16歳に到達する前
日まで受給可能であったが，同12歳の前日（2008年
11月24日より），同10歳の前日（2009年10月26日よ
り），同7歳の前日（2010年10月25日より）にそれ
ぞれ到達すると，所得補助の受給資格を喪失し，求
職者手当または雇用及び生活補助手当に移行するこ
ととされている（Jobcentreplus 2008）．

5） 賃金審議会の廃止（1993），16～ 17歳の若年失業者
の失業給付（国民保険）受給資格喪失（1988），正当
な理由がない場合にジョブセンターから紹介された
職につくことを拒否した場合の失業給付停止
（1989）などがあげられる．なお，求職者手当創設に
関する経緯の詳細は堀（1999）を参照されたい．

6） 求職者手当の2009年8月現在の週当たり給付額（上
限額）は以下の通りである．拠出制求職者手当につ
いては，£50.95（16～ 24歳）または£64.30（25歳
以上）．所得関連求職者手当については，単身者は
£50.95（25歳未満）または£64.30（25歳以上），カッ
プルやシビルパートナーシップ（同性婚）は£100.95

（両方が18歳以上），ひとり親は£50.95（16～ 17歳）
または£64.30（18歳以上）（Department for Work and 

Pensions 2009a）．
7） ここに記したほかにも，障害者・ひとり親・給付を
受ける人のパートナー・50歳以上の者を対象とした
ニューディール・プログラムがあるが，参加は義務
づけられていない．

8） 疾病のために就労できない者は，使用者から支払わ
れる法定疾病給与（Statutory Sick Pay）を受け，受給
資格のない者または支給期間終了後に，就労不能給
付を受けることとされてきた．法定疾病給付は，疾
病のために4日以上就労できず，平均して週£95以
上の収入がある者に，最長28週間にわたって，使用
者から標準額は週£79.15が支払われる．ただし，法
定疾病給与の支給要件を満たさない者や，給付終了

後の者は，就労不能給付（Incapacity Benefit）の対象
となってきた．就労不能給付は，16歳以上年金受給
年齢未満の，国民保険拠出者で，働けない者に給付
される．最初の28週間（ただし最初の3日間の待期
（waiting days）には支給されない）は，£67.75（短
期低額：法定疾病給与を受けられない者が対象）が
給付される．29週以降52週までの者や法定疾病給与
終了後の者は，£80.15（短期高額）が支給される．
53週以降については，£89.80（高額）が支給される
（Department for Work and Pensions 2009a）．

9） 本稿における就労税額控除と児童税額控除の給付
額は 2009年現在のものであり，HM Revenues & 

Customs（2009）の情報に基づく．これらの給付つき
税額控除は，2003年に就労家族税額控除（Working 

Families’ Tax Credit），障害者税額控除（Disabled 

Person’s Tax Credit），（旧）児童税額控除（Children’s 

Tax Credit）を整理統合する形で導入された．なお，
2003年までの制度の歴史，及び所得再分配効果につ
いては，田中（2007）を参照のこと．

10） 保守党政権期の1993年に，最低賃金の決定を担って
いた賃金審議会が廃止されるとともに，それが一因
となって貧困率が上昇したといわれる．保守党政権
期から給付つき税額控除は導入されていたが，最低
賃金が廃止されたことによって，かえって賃金の抑
制がもたらされるようになったという．労働党政権
では1999年に全国一律最低賃金を創設し，2004年か
らは16～ 17歳向けの最低賃金も創設している．そ
の経緯についての詳細は，労働政策研究・研修機構
（2008）を参照のこと．

11） 厚生労働省「全国母子世帯等調査」によれば2006年
時点で84.5％が就業しており，このうち「臨時・パー
ト」が43.6％と最も多い．また，厚生労働省が国民
生活基礎調査をもとに算出した2007年現在の相対的
貧困率は15.7％（子どもの相対的貧困率は14.2％）
と，先進国の中では高い部類である．

12） ブレア政権のもとで設置された「社会的排除対策
室」（Social Exclusion Unit）は，1997年当初は内閣府
（Cabinet Office）に設置されていたが，2002年にプレ
スコット副首相のもと（副首相府）に移された．2006

年6月からは地域社会・自治省へ移管されるととも
に，「社会的排除タスクフォース」と改称されて現在
に 至 っ て い る．（http://www.cabinetoffice.gov.uk/

social_exclusion_task_force/）
13） 2009年6月に雇用年金省によって発表された2007-08

年における捕捉率（推計値／取扱件数ベース）のう
ち，主要なものは以下の通りである（Department for 

Work and Pensions 2009b）．所得補助：78～ 88％（前
年：81～ 90％），求職者手当（所得関連）：52～ 60％
（前年：49～ 60％），年金クレジット：62～ 68％（前
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年：63～ 69％）．
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